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マンスリーレポート

アジア・ヘルスケア株式ファンド

運 用 実 績

※当レポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。
※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。
※当レポートのグラフ、数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

※分配金込み基準価額の推移は、当ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして
計算した理論上のものである点にご留意ください。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。
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＜基準価額の推移＞

純資産総額（右軸） 分配金込み基準価額（左軸） 基準価額（左軸）

※基準価額の騰落率は、当ファンドに分配金実績があった場合に、
当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算した理論上
のものである点にご留意ください。

※分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案し
て決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行
なわないこともあります。

設 定 日 ： 2015年1月16日 償 還 日 ： 無期限 決 算 日 ： 毎年6月、12月の各21日

収 益 分 配 ： 決算日毎 基 準 価 額 ： 9,303円 純 資 産 総 額 ： 59.99億円

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜基準価額の騰落率＞

1ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

2.31% 1.02% -0.77% 2.73% -25.28% -6.97%

＜分配金実績（税引前）＞

22･6･21 22･12･21 23･6･21 23･12･21 24･6･21

0円 0円 0円 0円 0円

＜資産構成比率＞

日興ＡＭアジア・ヘルスケア・ファンド
（ＪＰＹクラス）

98.5%

マネー・アカウント・マザーファンド 0.1%
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※日興アセットマネジメント アジア リミテッドより提供された情報で、当外国投資信託における数値です。

※要因分解は、概算値であり実際の基準価額の変動を正確に説明するものではありません。
要因分解を算出するにあたっては有価証券の売買や資金の流出入などに伴う誤差が大きく
なる場合があり、その結果「その他」の要因の数値が大きくなることもあります。
あくまで傾向を知るための参考値としてご覧ください。

日興ＡＭアジア・ヘルスケア・ファンド（ＪＰＹクラス）のポートフォリオの内容

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜組入上位10ヵ国＞

中国・香港 31.4%

インド 30.4%

韓国 24.9%

タイ 5.4%

インドネシア 1.8%

＜組入上位10通貨＞

インドルピー 30.4%

韓国ウォン 24.9%

香港ドル 23.5%

中国元 7.9%

タイバーツ 5.4%

インドネシアルピア 1.8%

＜基準価額騰落の要因分解＞

9,093円

0円

17円 208円

中国・香港 -90円 香港ドル 59円

インド 104円 インドルピー 64円

タイ -13円 タイバーツ 11円

マレーシア 0円 マレーシアリンギット 0円

台湾 0円 新台湾ドル 0円

韓国 5円 韓国ウォン 45円

インドネシア 10円 インドネシアルピア 3円

シンガポール 0円 シンガポールドル -1円

アメリカドル 11円

その他通貨 14円

-9円

-6円

当月末基準価額 9,303円

前月末基準価額

当月お支払いした分配金

その他株式 0円

要
 
 
 
 
因

 為 替 株 式

信託報酬等

その他

＜資産構成比＞

株式 93.9%

現金その他 6.1%

＜業種別構成比＞

医薬品 39.2%

バイオテクノロジー 18.8%

ヘルスケア・プロバイダー/ヘルスケア・サービス 16.6%

ライフサイエンス・ツール/サービス 14.5%

ヘルスケア機器・用品 2.9%

生活必需品　流通・小売り 1.0%

その他 7.0%
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※個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。

※上記銘柄については将来の組み入れを保証するものではありません。

＜ご参考＞ 各業種について

「医薬品」

医薬品の研究・開発・製造を行なう会社。

「ヘルスケア・プロバイダー/ヘルスケア・サービス」

ヘルスケア製品の販売を行なう会社、ヘルスケア・サービス（透析、医療検査、薬局運営支援、事務処理、人材派

遣、マーケティングなど）を提供する会社、病院などのヘルスケア関連施設の所有や運営を手掛ける会社など。

「ヘルスケア機器・用品」

ヘルスケア機器・用品の製造会社。

「ライフサイエンス・ツール/サービス」

分析装置、設備、消耗品などの物品および臨床実験や請負調査などのサ－ビスを提供することにより、新薬の発見

から開発、製造までの一連の工程に貢献する会社。

「バイオテクノロジー」

遺伝子分析および遺伝子工学などに基づいた製品の研究、開発、製造、販売を主に行なう会社。

「ヘルスケア・テクノロジー」

主にヘルスケア関連企業に情報技術サービスを提供する会社。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

＜組入上位10銘柄＞（組入銘柄数：38銘柄)

銘　柄 国 名 業　種 比率

Celltrion, Inc.

セルトリオン

SAMSUNG BIOLOGICS Co., Ltd.

サムスン・バイオロジクス

Sun Pharmaceutical Industries Limited

サン・ファーマシューティカル・インダストリーズ

Innovent Biologics, Inc.

イノベント・バイオロジクス

Cipla Ltd

シプラ

Bangkok Dusit Medical Services Public Co. Ltd. NVDR

バンコク・ドゥシット・メディカル・サービシズ

BeiGene Ltd

ベイジーン

Dr. Reddy's Laboratories Ltd.

ドクター・レディーズ・ラボラトリーズ

Yuhan Corporation

ユハン

Divi's Laboratories Limited

デヴィズ・ラボラトリーズ
ライフサイエンス・ツール/サービス 3.4%

4.1%

インド 医薬品 3.9%

韓国 医薬品 3.6%

バイオテクノロジー

5.2%

インド 医薬品 4.7%

タイ ヘルスケア・プロバイダー/ヘルスケア・サービス 4.2%

バイオテクノロジー

8.4%

韓国 ライフサイエンス・ツール/サービス 8.0%

インド 医薬品 7.4%

バイオテクノロジー

7

8

9

10

韓国

中国・香港

中国・香港

1

2

3

4

5

6

インド
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運 用 コ メ ン ト

◎市場環境

当月は、米国連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）やインフレ指標に再び投資家の大きな注目が集まりました。５月の米消費者

物価指数（ＣＰＩ）は前年同月比3.3％となり、物価上昇率は鈍化しました。米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は、政策金

利の据え置きを決定し、年内に１回利下げを行う見通しを示しました。株価上昇の勢いが続く米半導体大手を筆頭に、人工知

能（ＡＩ）技術をめぐる熱狂的な状態が引き続き株式市場の押し上げ要因となりました。当月のアジアのヘルスケア市場は、

インド市場や韓国市場が牽引役となって堅調に推移し、業種別では、投機的な動きがみられたバイオテクノロジー銘柄や病院

銘柄が上昇しました。

◎運用概況

当ファンドの基準価額は前月末比で上昇しましたが、アジアのヘルスケア・セクター平均を下回りました。静脈投与型を皮

下投与型へと変えるドラッグデリバリー（薬剤送達）プラットフォーム技術を開発する韓国のバイオテクノロジー企業、欧州

での会社説明会後に欧州投資家からの需要が高まったインドの病院グループ、好調な四半期決算を発表した希少疾患用医薬品

を展開する台湾のバイオテクノロジー企業といった、当ファンドで非保有の銘柄が大幅に上昇したことが、相対的なマイナス

要因となりました。当ファンドでは、いずれも割高な株価水準にあると考えています。

◎今後の見通し

ＦＲＢによる年内の利下げが１回または何回になるかをめぐって議論が続き、世界の市場環境は不透明な状況が続いていま

す。直近の動向として、ＦＲＢは高止まりしているインフレに対処するために、年内の利下げ予想を１回のみに引き下げまし

たが、市場では足元のＣＰＩの鈍化に注目が集まっています。ＦＲＢは、これから秋にかけて一連のインフレ指標が落ち着い

て推移し、インフレ率が２％の水準に戻るとの確信を得られれば、見通しを再度転換させる可能性も大いにあります。つま

り、引き続きインフレが政策金利の主な決定要因になるとみられます。これは世界のバイオテクノロジー企業の資金調達に

とって重要であり、ヘルスケア・セクター、特にバイオテクノロジーやＣＸＯ（医薬品関連業務受託機関）の分野におけるイ

ノベーションや成長の重要な原動力の１つとなります。バイオテクノロジー分野の資金調達額は、今年に入ってから６月半ば

までの期間で前年同期比約50％増加するなど、昨年終盤から好調に推移しています。

昨年末にも指摘したように、2024年は多くの国で選挙が予定されており、波乱が見込まれています。これまでのところ、台

湾、インドネシア、インドの総選挙が終了しました。台湾とインドネシアの選挙は、概ね市場の予想通りの結果となりました

が、インドではモディ首相が３期目就任を果たしたものの、苦戦を強いられました。当ファンドでは、インド人民党（ＢＪ

Ｐ）を中心とした与党連合が僅差での勝利となったことが、インドのヘルスケア市場にどのような影響を及ぼすか注視してい

ます。概して、インド市場において消費関連、ヘルスケア、ソフトウェアはディフェンシブ・セクターとみなされており、選

挙結果を受けて市場が神経質な展開となっても相対的に堅調に推移していくとみられます。一方で、インドの株式市場はアジ

ア域内でもバリュエーションが割高な水準にあることから、短期的には調整局面を迎える可能性もあります。当ファンドで

は、連立政権が国内の薬価や国民健康保険プログラムなどの公的医療制度に関して、よりポピュリスト的な政策に舵を切る初

期の兆候を注視しています。選挙結果を受けた市場のボラティリティ（価格変動性）の高まりを好機と捉えて、インドの医薬

品分野で既存ポジションの積み増しを行いました。

長期的には、アジアのヘルスケア市場のファンダメンタルズ（経済の基礎的条件）に基づく投資妙味に揺らぎはないと考え

ています。従来の化学療法に代わる可能性のある抗体薬物複合体の登場や、満たされていなかったニーズを満たすアルツハイ

マー病の早期治療のほか、ＧＬＰ－１減量薬の世界的な大ヒットなど、ヘルスケア分野ではイノベーションが活発化していま

す。過去５年間で市場は非常に大きく拡大しました。中国や韓国などの市場で医療イノベーションに向けたヘルスケア改革が

進み、バイオテクノロジーやＣＸＯ、ＡＩなど新たなサブセクターが登場したことによって、アジアのヘルスケア・セクター

における投資機会は大きく拡大しました。当ファンドでは、アジアのヘルスケア・セクターの発展は、投資家により高いリ

ターンをもたらすと考えています。当ファンドでは、あらゆる調整機会を捉えてこの構造的成長セクターに投資する方針で

す。

※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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フ ァ ン ド の 特 色

１．中長期的に高い成長が見込まれる、アジア（日本を除く）の

ヘルスケア関連株式など＊を主要投資対象とします。

＊DR（預託証券）などを含みます。

◆アジアの医療関連企業が発行する株式（ヘルスケア関連株式）などへの投資を通じて、アジアの医療分野の

中長期的な成長を捉えることをめざします。

◆原則として、為替ヘッジは行なわず、アジア通貨の中長期的な上昇を捉えることをめざします。

２．医薬品メーカーに限らず、医療用機器やバイオテクノロジー、医療施設などの

幅広い分野の企業を投資対象とします。
◆域内各国で異なる、ヘルスケア関連セクターを取り巻く環境を踏まえ、大企業から中堅企業、ベンチャー企

業まで、幅広いユニバースから銘柄を選択します。

３．日興アセットマネジメント アジア リミテッドが実質的な運用を行ないます。
◆アジアにおいて、1982年以来長きにわたって株式運用実績がある、日興アセットマネジメント アジア リミ

テッド（ＮＡＭ アジア）が組入銘柄を厳選します。

※市況動向および資金動向などにより、上記のような運用が行なえない場合があります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額
は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく
ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。
掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。
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■お申込みメモ
商品分類 追加型投信／海外／株式
購入単位 販売会社が定める単位

※販売会社の照会先にお問い合わせください。
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
信託期間 無期限（2015年1月16日設定）
決算日 毎年6月21日、12月21日（休業日の場合は翌営業日）
収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向などを勘案して決定します。

ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行なわないこともあります。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額
購入・換金申込不可日 販売会社の営業日であっても、購入・換金の申込日が下記のいずれかに該当する場合、もしくは、購

入・換金の申込日から起算して6営業日目までの期間中に下記のいずれかが2日以上ある場合は、
購入・換金の申込みの受付は行ないません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
・シンガポール証券取引所の休業日
・シンガポールの銀行休業日

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。
課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。

※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用
対象となります。
※当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱い
が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

■手数料等の概要
投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。
＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞
購入時手数料 購入時の基準価額に対し3.3％（税抜3％）以内

※購入時手数料は販売会社が定めます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
※収益分配金の再投資により取得する口数については、購入時手数料はかかりません。

換金手数料 ありません。
信託財産留保額 ありません。
＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞
運用管理費用
（信託報酬）

純資産総額に対し年率1.805％（税抜1.7％）程度が実質的な信託報酬となります。

信託報酬率の内訳は、当ファンドの信託報酬率が年率1.155％（税抜1.05％）、投資対象とする投資信
託証券の組入れに係る信託報酬率が年率0.65％程度となります。

受益者が実質的に負担する信託報酬率（年率）は、投資対象とする投資信託証券の組入比率や当該
投資信託証券の変更などにより変動します。

その他の費用・手数料 目論見書などの作成・交付および計理等の業務に係る費用（業務委託する場合の委託費用を含みま
す。）、監査費用などについては、ファンドの日々の純資産総額に対して年率0.1％を乗じた額の信託
期間を通じた合計を上限とする額が信託財産から支払われます。

組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、借入金の利息および立替金
の利息などがその都度、信託財産から支払われます。
※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはできません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■委託会社、その他関係法人
委託会社　 日興アセットマネジメント株式会社
受託会社　 三井住友信託銀行株式会社
販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。

日興アセットマネジメント株式会社
 〔ホームページ〕　www.nikkoam.com/
 〔コールセンター〕　0120-25-1404 （午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますの
で、表示することができません。
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■お申込みに際しての留意事項
○リスク情報
投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の皆様
に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。
当ファンドは、主に株式を実質的な投資対象としますので、株式の価格の下落や、株式の発行体の
財務状況や業績の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、
外貨建資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。

投資対象とする投資信託証券の主なリスクは以下の通りです。

【価格変動リスク】
・株式の価格は、会社の成長性や収益性の企業情報および当該情報の変化に影響を受けて変動しま
す。また、国内および海外の経済・政治情勢などの影響を受けて変動します。ファンドにおいて
は、株式の価格変動または流動性の予想外の変動があった場合、重大な損失が生じるリスクがあ
ります。

・新興国の株式は、先進国の株式に比べて価格変動が大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな
影響を与える場合があります。

・公社債は、金利変動により価格が変動するリスクがあります。一般に金利が上昇した場合には価
格は下落し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。ただし、その価格変動幅は、
残存期間やクーポンレートなどの発行条件などにより債券ごとに異なります。

【流動性リスク】
・市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の大き
さに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どおりに
売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスクがあり、
その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

・新興国の株式は、先進国の株式に比べて市場規模や取引量が少ないため、流動性リスクが高まる
場合があります。

【信用リスク】
・投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大
な損失が生じるリスクがあります。デフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から、発行体の
株式などの価格は大きく下落（価格がゼロになることもあります。）し、ファンドの基準価額が
値下がりする要因となります。

・公社債および短期金融資産の発行体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合またはそれが予想
される場合には、公社債および短期金融資産の価格が下落（価格がゼロになることもありま
す。）し、ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。また、実際にデフォルトが生じ
た場合、投資した資金が回収できないリスクが高い確率で発生します。

【為替変動リスク】
・外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、
ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

・一般に新興国の通貨は、先進国の通貨に比べて為替変動が大きくなる場合があります。
【カントリー・リスク】
・投資対象国における非常事態など（金融危機、財政上の理由による国自体のデフォルト、重大な
政策変更や資産凍結を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争な
ど）を含む市況動向や資金動向などによっては、ファンドにおいて重大な損失が生じるリスクが
あり、投資方針に従った運用ができない場合があります。

・一般に新興国は、情報の開示などが先進国に比べて充分でない、あるいは正確な情報の入手が遅
延する場合があります。

・新興国においては、先進国と比較して、証券の決済・保管などにかかる制度やインフラストラク
チャーが未発達であったり、証券の売買を行なう当該国の仲介業者などの固有の事由または政府
当局による規制などにより、決済の遅延・不能などが発生する可能性もあります。これらの要因
は、ファンドの信託財産の価値に影響を与える可能性があります。

※ファンドが投資対象とする投資信託証券は、これらの影響を受けて価格が変動しますので、ファ
ンド自身にもこれらのリスクがあります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。



※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。
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○その他の留意事項
・当資料は、投資者の皆様に「アジア・ヘルスケア株式ファンド」へのご理解を高めていただくこ
とを目的として、日興アセットマネジメントが作成した販売用資料です。

・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）
の適用はありません。

・投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象
ではありません。また、銀行など登録金融機関で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対
象とはなりません。

・分配金は、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した運用収益を超えて支払われる場合があ
ります。投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本
の一部払戻しに相当する場合があります。

・投資信託の運用による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際に
は、投資信託説明書（交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご確認
の上、お客様ご自身でご判断ください。

設定・運用は 日興アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

　投資信託説明書(交付目論見書)のご請求・お申込みは

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
株式会社池田泉州銀行
いちよし証券株式会社
ａｕカブコム証券株式会社
株式会社ＳＢＩ証券
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券）
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
株式会社大垣共立銀行
ＯＫＢ証券株式会社
岡地証券株式会社
京銀証券株式会社
株式会社京都銀行
株式会社京都銀行
（委託金融商品取引業者　京銀証券株式会社）
Ｊトラストグローバル証券株式会社
株式会社証券ジャパン
大和証券株式会社
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
東海東京証券株式会社
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社東邦銀行
とうほう証券株式会社
株式会社東北銀行
株式会社富山第一銀行
内藤証券株式会社
フィデリティ証券株式会社
ＰａｙＰａｙ銀行株式会社
松井証券株式会社
マネックス証券株式会社
丸八証券株式会社
みずほ証券株式会社
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱ＵＦＪ銀行
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
水戸証券株式会社
明和證券株式会社
ＵＢＳ　ＳｕＭｉ　ＴＲＵＳＴウェルス・マネジメント株式会社

楽天証券株式会社

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

登録金融機関 東北財務局長（登金）第7号 ○
金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○
登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○

登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○
金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○
登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第185号 ○
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3233号 ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第392号 ○

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○


